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はじめに
重婚的内縁の関係は，一夫一婦制の法秩序で矛盾する内容を含むので，その
法的処理は困難な問題が多い。しかし，人間関係は不合理な面をもつので，そ
れが， 当初好ましくない関係であっても，社会的事実として定着したときに
は，人間l生の尊重の観点から認めざるをえないこともある。しかし，重婚的内
縁は，法的には，重婚禁止規定と抵触し，法律上の配偶者との利害関係が深く
関連するので，その保護の要件はきびしくならざるをえない。このような重婚
的内縁がいかなる場合に保護しうるかについては，学説は分れており，その法
的効果は明確ではない。重婚的内縁は，法律婚と事実婚が競合するので，一夫
一婦制の婚姻論，有責配偶者の離婚請求などの離婚論，内縁保護のあり方など
が交錯し，その人権保護をむつかしくしている。さきに学説の整理を中心とし
(!) 
た小論を書いたが，具体的検討をしていなかったので，審判例などの実務処理
(1) 松嶋道夫「重婚的内縁の法的地位」富大経済論集25巻2号 163頁以下参照。
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の傾向について若干の分析を試みた。
1 重婚的内縁解消の対内的効力
(1) 重婚的内緑の不当破棄と慰藉料
重婚的内縁の保護は，不当破棄の問題が最初である。当初は，一夫一婦制に
(2) (3) 
反する公序良俗違反として，あるいは不法原因給付の理論により保護しなかっ
た。しかし，他方で事情により保護するものもあらわれた。例えば，離婚届書
の不備につき更正手続中に生じた事実上の婚姻関係は，離婚の事実が戸籍簿に
記載される日時が遅延したにすぎないから，公序良俗に反するものとはいえな
(4) 
いとしたもの，法律婚の別居が事実上の協議離婚によるかまたはこれに類する
事由に基づく場合には，近親者の承認を得て事実上の婚姻をなし同棲しても，
(5) 
人倫に惇り善良の風俗に反するものとはいえないとしたものがある。前者は，
事実婚は 5ヶ月と短いが法律婚の解消が完了途上にあるので違法性を阻却した
ものであり，後者は法律婚は事実上の離婚により断絶しているが届出なき状態
で同棲が10数年に及び離婚意思も間接的に推認されることが考慮されたもので
あろう。前者にくらべると後者は重婚的内縁の保護に一歩前進しているが，そ
の後の判例は動揺している。
これに対して，学説は，善意の第三者に対しては保護されるべきであると
(6) (7) 
か，重婚的内縁も重婚に準じて取消の対象となるに止まるという見解も現われ
た。
(2) 東京地裁大正11年2月14日判決 法律新聞1961号8頁，東京地裁昭和3年4月30日
判決新報162号17頁。
(3) 大審院昭和15年7月6日判決 民集19巻14号1142頁。
(4) 名古屋区裁昭和2年10月21日判決 法律新聞2774号14頁。
(5) 大審院昭和12年4月8日判決民集16巻7号418頁。
(6) 中川善之助『日本親族法』 321頁。
(7) 於保不二雄「有婦の男子と悪意にて事実婚を為したる女子の貞操蹂躙に因る損害賠
償の請求」法学論叢44巻1号186頁。
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戦後は，このような学説の影響を受けて，その保護が拡大された。積極例と
して次のものがある。第一に，善意で相手方の婚姻の懇願におれて，約 1年3
ヶ月（帰京期間を除くと 190日）の重婚的内縁関係を営み，法律婚も協議離婚
が成立したが，それが破綻し，その 7ヶ月後法律婚の再婚がなされた事案にお
いて，「婚姻予約は少なくとも原被告間においては法律上有効なもの」であり，
「被告は前妻との再婚によって原告との間の婚姻予約を理由なく破棄したも
(8) 
の」として慰藉料40万円，得べかりし利益15万円の賠償を認めている。この裁
判例は，同棲期間が短いが，内妻が当初善意であり相手方の強い婚姻希望に基
づいていること，一時的に協議離婚が成立していることが考慮されたものと思
われる。
第二は，第三者の媒酌を経て 6ヶ月間相互の住居をいききして事実上の婚姻
関係を続けたが，戸籍上の夫をもつ内妻が年上で子供があることを親に反対さ
れ，その関係が解消した事案について，裁判所は，このような生活の仕方も同
居の一つの形態と認められ，原被告間には内縁の事実が存在するとした上で，
原告が年上で子持ちであることは，被告において同棲以前より承知していたも
のであるから， このことのみを理由として内縁関係を一方的に解消すること
は，何ら正当な理由に基づくものとはいえないとして， 25万円の損害賠償を認
(9) 
めている。この裁判例では，第三者の媒酌を経たとはいえ，内縁関係も短かく
生活形態にも若干問題もあるが，途中で法律婚が解消したことが考慮されてい
る。
これに対して，消極例としては， クリーニング商の店舗とその営業権の一切
を妻に委譲し，妻子を棄てて，他女と約14年の同棲生活を送り，それが主とし
て夫の暴力により解消された事案について， 「ことの発端においては，被告に
は，その原告との同棲という暴挙に極力反対しつつなかば諦観の境地でその細
腕に 4人の幼児を抱え，ひたすら，被告の翻意を願っていた本妻……のあるこ
(8) 東京地裁昭和34年12月25日判決 家裁月報12巻6号146頁。
(9) 福岡地裁昭和44年8月26日判決 判例時報577号90頁。
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とを原告において十分知りつつ開始されたものであるから， このような原被告
間の同棲生活は法律の保護をうけるべき生活関係ということはできない」とし
(lo) 
たものがある。この事例では，離婚の事後処理と思われるものが一応なされて
いるが，内妻が悪意であること，本妻に離婚意思がないことが強く考慮されて
いる。しかし， 「同棲生活の『発端』におけるこの関係の不法性のゆえに14年
間にわたる共同生活がまった＜法の保護に値しないかのように論断しているこ
(1) 
とは納得しがたい」といえよう。
不当破棄における救済は，主に内妻の被った精神的苦痛の慰藉料である。慰
藉料の場合には，有責性の判断が基礎となるから，当事者の善意・悪意という
主観的事情が大きな要素とされる傾向にある。内妻が当初善意のときは認めら
れやすいが，悪意のときはきびしい判断をしている。しかし，そのことによっ
て，結果的には，夫の責任を免責し，法律婚破壊の責任を内妻のみに課すこと
になっている。男女の力関係からみれば，内妻が悪意であっても，夫の誘惑に
ひきずられているのが通常であり，法律婚破壊の責任はむしろ自己が重婚的関
係である夫にあるといえよう。したがって，法律婚と内妻の単純な比較考葦で
はなくて，夫と内妻の事実婚形成と破綻の事情がもう少し分析される必要があ
る。法律婚破壊，一夫一婦制破壊の責任は，夫と内妻の共同責任であるから，
内妻のみに責任を課すことは公平を欠く。不当破棄による慰藉料は，重婚的内
縁を不当に破棄した責任というよりも，事実婚を法律婚へ高めえなかった責
任，不法性を解消しえなかった責任である。重婚的内縁も社会的に承認される
段階となったら，その段階から夫は法律婚を円満に解消して，重婚的内縁を法
律婚に高める責任が生ずる。不当破棄は，それが出来ずに事実婚を破棄したの
だから，不法性を解消しえなかった責任として，慰藉料を認めることができよ
ぅ。もっとも，不当破棄者である夫に重婚的関係がなく，請求者である内妻が
(10) 東京地裁昭和46年 7月19日判決 判例時報647号68頁。
(1) 伊藤昌司「妻子ある男性との14年間にわたる同棲生活を破棄された女性の慰藉料諮
求」法律時報523号129頁。
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戸籍上の夫をもつ場合には，破棄の不当性いかんが大きな要素とされよう。一
般に，不当破棄事件では，（イ）重婚的内縁作出の責任，（口）法律婚円満解消への責
任，（ハ）事実婚破棄の不当性が考慮の要素となる。事実婚の成熟が微妙な段階で
は善意悪意という事情が（イ）の要素として重視されるとしても，事実婚が社会的
に承認される段階になったら，主観的事情を決定的な判断の根拠とすべきでは
ないと思う。
(2) 重婚的内緑の解消と財産分与
婚姻関係が解消された場合に財産的整理が必要となるが，一般に，（イ）夫婦の
協力関係により形成された財産の清算，（口）主婿婚解消後の生活保障，（ハ）有責事
由ある場合の慰藉料が問題となる。財産分与は（イ）の協力形成財産を基本とし，
事情により（口）の離婚後の扶養を加えたものを内容とするのが本来的であるが，
訴訟技術の面から（ハ）の慰藉料も含めて判断される傾向もある。慰藉料が財産分
与から分離される場合には，不当破棄の慰藉料の問題としてあらわれる。財産
分与の事例では，清算を主要な要素とするので，善意・悪意という主観的事情
より，客観的生活実態から判断しようという傾向がみられる。
まず，法律婚が30年に及ぶ音信不通で同居回復の見込みなく，離婚間近いと
いう知人の言葉を信じて挙式同棲したが，内妻の病気療養，夫の労働意慾の欠
如などで円満を欠くに至り，内妻は18年間の内縁関係を解消し生活資金を確保
するため財産分与を申立てた事案がある。これに対して，裁判所は「重婚的内
縁関係であっても，それが夫婦共同生活体としての実質を備えるときは，ある
種の保護は与えられるべきである。例えば，重婚的内縁関係にあることを楯に
とって同居を求める者に対し力を貸すこと，即ち重婚的内縁関係を維持する方
向に法が力を貸すことは正しいことではないけれども，財産分与の請求は既成
事実となっている重婚的内縁を解消する際に問題となることであって，その場
合右規定の類推適用を許すことが（もとより自己が重婚関係にある場合を除
く）法の理想を蹂踊するものであるとはいえない。当事者が多年に亘る協力に
より多額の財産を得ており，その財産を清算し，よって得た財産を基礎に重婚
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的内縁関係を解消し，新生活を築きたいと考える者もあるだろう。右規定の類
推適用を許すことは，むしろ法が望まない関係の清算に役立つのである」との
べる。そして，さらに，この判決は，重婚的内縁の保護の要件として， 「法律
婚が事実上永らく離婚状態にあって復活の見込もなく，全く戸籍上形骸を止め
ているに過ぎないことが必須の要件となるであろうし，その他夫婦が共同生活
の本拠を有して相当期間公然的な共同生活を継続し，周囲からも容認されてい
るようなことも必要であろう。即ち，自ら一般の内縁より，厳格な要件が必要
であるけれども，かような状況が存することにより，夫婦共同生活体の実が
あるとみられる限り，財産分与の問題につき異別に取扱うべきでない」とのベ
ている。そして悪意であっても法律婚が事実上の離婚状態で形骸化しておれ
囮
ば，事実婚を保護しうるとしている。
重婚的内縁の効果を解消する方向と維持する方向に分けて，前者は認められ
(13) 
るが後者は認められないという考え方は，学説を受け入れたものであるが，そ
(14) 
の後も一般に支持されている。しかし，重婚的内縁保護に消極的あるいは否定
⑮ 
的立場からは，妾関係解消の際の手切金と同視するものという批判もある。重
婚的内縁の効果を解消する方向と維持する方向に分けて考えることは有意義で
(16) 
はあるが，後者はすべて認容されないとしてよいかは若干疑問もある。重婚的
内縁の保護について，悪意であっても法律婚が形骸化するなど一定の要件があ
(1') 
れば保護しうるとしたことは評価されているが， 自己が重婚関係である場合を
(12) 広島高松江支部昭和40年11月15日決定 判例時報434号42頁，高裁民集18巻7号527
頁。
(13) 有地享「妻以外の女との内縁関係の成否，妻その他の相続人がある場合と内縁の妻
の賃借居住権」判例時報347号（判例評論62号） 36頁。
(14) 明山和夫「重婚的内縁の考え方」判例時報753号（判例評論189号） 121頁。
(15) 山畠正男「いわゆる重婚的内縁関係にも財産分与請求権を認めうる」判例時報453
号（判例評論94号） 102頁。 宮井忠夫「重婚的内縁の解消と財産分与請求」同志社法
学100号109頁。
(16) 大沼容之「重婚的内縁と婚姻費用分担の関係（上）」ジュリスト479号1-25頁。
閻 中川淳「重婚的内縁の解消と財産分与」法律時報38巻7号91頁。中川善之助「重婚
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除いたこと，法律婚の「全く」の形骸化，分与請求者の無責任など「文句のつけ
(18) 
ようのないもの」を要求していることは，一般論としては厳しすぎる面がある。
その点で次の裁判例は重婚的内縁の保護を一歩進めたものとして注目され
る。
本妻と 2人の子供をもつ相手方と 15年間の重婚的内縁の生活を続けた内妻
が， 自分の子の実父と正式に結婚するためこの関係を解消し相手方に財産分与
の請求をした事案について，裁判所は， 「内縁関係が解消された場合，その効
果として離婚に伴う財産分与の規定が準用されることには殆んど異論がない
が，その根拠は，結局のところ，内縁関係に社会通念上夫婦としての実をみる
からである。そうである以上，いわゆる重婚的内縁解消の場合にも，財産分与
を認めることを肯定してよいと考える。蓋し，婚姻関係にある一方当事者が，
婚姻外の男女関係を結んだ場合，婚姻関係の方が夫婦としての実を失って事実
上離婚状態にあるのに対し，その婚姻外の男女関係にこそ夫婦としての実がみ
られるときはこの男女関係は，重婚的ではあれ内縁関係にほかならないとする
(19) 
に妨げないからである」とのべ，内妻の財産分与請求を認容した。
この判決は，前の裁判例に較べて，一般論として保護の要件が緩和されてい
る。これは，財産分与が「専ら夫婦であったものの対内関係を律するもので直
接第三者に利害を及ぼすものでない」から， 「夫婦の実体がある限り」認容さ
伽）
れるとした裁判例と同様の考え方であり，ほぼ妥当であろう。その他，内妻が
病身の妻に代り夫と子供に対して献身的努力をし財産形成に寄与したこと，本
妻が事実婚を黙認していたこと，あとで法律婚の離婚が成立していることか
釦）
ら，内妻の財産分与請求を認容したものがある。
的内縁と財産分与」家族法判例百選（新版・増補） 34頁。中川良延「重婚的内縁と財
産分与」セミナー法学全集14民法v親族・相続141• 142頁。
(18) 高梨公之「重婚的内縁の解消と財産分与」家族法判例百選（第三版） 21頁。
(19) 東京高裁昭和54年4月24日判決 家裁月報32巻2号81頁。
{20) 東京家裁昭和40年 9月27日審判 家裁月報18巻2号92頁。
(21) 福岡家裁小倉支部昭和52年 2月28日審判 家裁月報29巻10号47頁。
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財産分与の問題は，夫婦の共同生活関係のなかで形成された財産の清算を第
一義とする。夫婦財産の形成は夫婦の協力関係の結果であり，それは，夫婦の
婚姻費用の分担により拠出されたものが，共同生活の費用として消費され，余
力が出来て財産として蓄積されたものである。主婦婚の場合，妻の家事労働は
社会的に価値を生まないとされるため，婚姻中は潜在的持分にすぎないが，夫
婦の平等な役割分担により蓄積されたものだから，対内的には，夫婦の共同財
産であり，その持分は平等を原則とする。財産分与はこのような共同財産の清
算の性質をもつかぎり，重婚的内縁であるからといって否定する根拠は乏し
い。また，財産分与の離婚後の扶養は，主婦婚の解消後，婦人の自立がきびし
いことに起因し，婚姻生活の役割分担の余後効として，当面の生活保障の責任
が生ずる。慰藉料的性質についても，破棄の不当性があれば，精神的損害の要
求がなされるのは当然といえる。
財産分与はこのような生活当事者間の共同生活清算の効果であるから，事実
上の婚姻関係があり，それが解消されれば，その性質から，財産的清算の要求
を認めることができる。もっとも，法律婚の破綻がなければ，法律婚主義の立
場から，一夫一婦制の原則に反するがゆえに，それを法的権利として認めるこ
とはできない。しかし，法律婚が完全に破綻してしまえば，その共同生活の効
果はなくなるわけで，家族法における事実の先行性の原則から，事実婚の効果
箆
を法的権利に高めることはさしつかえないというべきである。
3 重婚的内縁の対外的効力
(1) 重婚的内縁寡婦の居住権
内縁寡婦の居住権については，戦後の住宅難を背景にして，学説・判例によ
り，保護の理論が確立されてきた。例えば，相続人あるいは家主の明渡請求は
(2) 中川 淳「内縁保護と届出主義」法学セミナー1973年1月号68頁参照。
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僻似）
権利濫用であるとか，内縁の妻は相続人の賃借権を援用できるとか，内縁から
僻
生ずる準親族間の共助の精神の効果として保護されるとか，夫の死亡後も従前
僻
の生活関係が暫定的に存続し，その余後効として，居住の継続を主張できると
か，社会法的権利として固有の居住権を認め，法定賃借権の成立ないし賃貸借
匈
契約締結の強制により保護されるとか，内縁の妻は夫の所有家屋に夫死亡後も
僻
「無償で使用する権利」をもつ，などである。また，相続人がないときには，
立法的に内縁寡婦の賃借権の承継を認めた（借家法7条の 2)。 そこで重婚的
内縁の寡婦にも同様の保護がなされるかが問題となる。
まず，賃借家屋で，内妻と家主間の争いに関する裁判例として，次のものが
ある。
内縁の夫は，戦地から未帰還で生死不明の法律上の夫をもつ女性（内妻）と
重婚的内縁関係に入り， 自らの賃借家屋で 3年間同棲生活をしたのち死亡し
た。そこで，家主はひき続き居住する内妻に対して，内縁の夫の弟が相続人と
して賃借家屋上の権利義務を承継したものとし，その弟が内妻を居住させてい
るのは無断転貸であるとして賃貸借契約を解除し，同家屋の明渡を請求した。
これに対して，裁判所は， 「失踪宣告等の手続をとっていないため，戸籍上被
告は薫（法律上の夫）の妻となっているけれども，その夫婦関係は既に断絶し
ていて事実上は解消せられ……既に夫婦たるの実なきものである。右のごとき
被告が国松（内縁の夫）と結婚したとしても，これを以て不倫の情交関係とし，
(23) 最高裁昭和39年10月13日判決 民集18巻8号1578頁，中井美雄「内縁寡婦の居住
権」家族法判例百選（第三版） 19頁。加藤一郎「家屋賃借権の相続」総合判例研究叢
書，民法I235頁。
(24) 最高裁昭和42年2月21日判決＇民集 21巻1号155頁。水本浩「内縁寡婦の居住権」
家族法判例百選（第三版） 19頁。
詞我妻栄『親族法』 205,208頁。
(26) 太田武男「被相続人の内縁の妻の家屋居住権」法律時報388号100頁。
⑳ 鈴木禄弥『居住権論』 88,89頁。白羽祐三「賃借権の相続」家族法大系 VI128頁。
甲斐道太郎「借家権の相続」甲南論集5巻4号37頁。
(28) 玉田弘毅「被相続人の内縁の妻の居住権」法律論叢38巻4号71頁。
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公序良俗に反するものとして排斥することができない」とした上で， 「被告は
自己の転借権及び舟井源治郎（内縁の夫の弟）の賃借権を援用して原告の所有
箇
権にもとづく，本件家屋明渡の請求を拒否することがで彦る」と判決した。
本件では，内妻の法律上の夫が戦争で行方不明で死亡したことが推認される
特殊事情がある。法律婚がこのような事実上の離婚状態にあれば認容されるの
が当然であるが，本判決は自己が重婚関係にある者からの請求を認めた点で意
義がある。
同じように，相続人の賃借権を援用できるとしたのものに次のものがある。
本妻と離婚の合意をして別居した相手方と約15年間の重婚的内縁の生活を送
ったが，その相手方が死亡し，さらに，居住する相手方賃借名儀の家屋が隣接
する賃貸人所有の家屋の失火により大部分焼失した。そこで，内妻は，賃貸人
に損害賠償の本訴が請求され，他方で被告から工作物収去，敷地明渡の反訴が
請求された事案である。裁判所は，反訴について，法律婚が事実上の離婚状態
はあるから内縁関係として保護されるとした上で，内縁の夫である「賃借人が
死亡し，その賃借権を他に居住している相続人が相続してしまうと，賃借人と
共同生活を営んでいた者（本件では内縁の妻）が忽ち無権利者となってその生
活基盤を失うとするのは不合理であり……これらの者は相続人が相続した賃借
権を援用して引続きその居住を続けることができる」とのべる。しかし，判決
は，賃借家屋は70%以上焼失（全焼と認定）していることから，原告の援用す
る賃借権は，賃借目的物の滅失により消滅したとしたとして，家主の工作物収
去，敷地明渡の請求を認容した。なお，本訴は，失火者が賃貸人と雇用関係に
伽）
ないということで棄却されている。
簡易工作物ではあるが，内妻は現に居住しているから，賃借目的物はなくな
ったとして家主の明渡請求を認容した判決の結論には疑問もあるが，重婚的内
妻も居住権はあると認めたことは妥当である。
(29) 大阪地裁昭和31年8月27日判決 下級裁民集7巻2296頁。
(30) 大阪地裁昭和38年3月30日判決判例時報338号34頁。
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この二つの裁判例は，法律婚の形骸化が進んだ状態であるので，重婚的とい
っても不法性は弱く，居住権の保護は当然認められるべきであろう。しかし，
さらに，法律婚の形骸化が十分でない事実婚についても保護しうるかという問
題もある。この点について，次の裁判例は注目される。
30年に及ぶ同棲生活の中で，相手方名義で家屋を購入し居住していたが，そ
の相手方が死亡したため，本妻及び実子の相続権と内妻の居住権が問題となっ
た事案である。これに対して，裁判所は， 「原告は，太郎といわゆる重婚的内
縁，少なくとも保護に値する重婚的内縁の関係にあったものとはみ難く，法的
には妾関係とみるほかないであろうが，太郎を狭んで被告らとは家族に近い関
係とみられるのであって，長年夫であり父である太郎の世話を委ね， 自らも世
話になっておきながら，占有権限がないという一事をもって他に行きどころの
ない老齢の原告を本件家屋から追い立てる結果となる被告らの本件家屋明渡請
求は，人間の情義として許し難いものといわなければならず，権利の澄用にあ
(31) 
たるというべきである」として，被告の家屋明渡請求等を否定している。
本件では，事実婚を妾関係としながら，内妻の内助の功と他に居住すべき家
屋がないことなどから，内妻の居住継続を認めた。妾関係を保護した点は，一
夫一婦制の法律婚主義の観点からは問題を含む面もあるが，居住権の社会法的
性格から，本件のような場合，その保護もやむをえないだろう。居住権の問題
は，人間の生活に不可欠のものであり，住宅難という現代の社会状況の下で
は，そのいかんは個人の生活維持に重大な影響を及ぼす。居住権は，生存権的
性格をもつゆえに，本件のように，本妻が妾関係を黙認し家族的つき合いをし
ていたなどの事情がある場合には，本妻の婚姻法的効果が弱められ，内妻の居
住権が優先することもありえよう。
重婚的内縁が準婚的に保護される場合は，法律婚が「事実上の離婚」といえ
図
る状況があることが望ましいことではあるが，居住権の生存権的性格から不都
(;31) 大阪地裁昭和55年 1月25日判決 判例時報969号91頁。
随 林 良平「賃借人死亡後の内縁の妻の賃借家屋に対する居住権」法律論叢63巻3号
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合があるとすれば，婚姻法外の法理で救済されることがあったとしても「一夫
伽
一婦婚姻秩序を事実上破壊する」ということにはならないであろう。
重婚的内縁寡婦の居住権は，その保護利益は，内妻の権利が居住権という生
活権であるのに対し，これと対立する家主叉は本妻の権利は，他に生活の本拠
をもっているのが普通であるから，財産的利益である点に違いがある。したが
って，生活利益と財産的利益を比較考量する場合には，その生存権的性格か
ら，その保護を優先せざるをえない場合もある。その保護の法的技術は，一般
的重婚的内縁の要件を満たす場合は，内縁寡婦の居住権に関する法技術が準用
されてよい。しかし，そうでない場合は，家族法規定を適用するのは好ましく
なく，権利濫用の理論によるしかないであろう。
(2) 交通事故と重婚的内緑配偶者の損害賠償請求権
重婚的内縁の配偶者の一方が交通事故等で死亡したとき， (a)他方の内縁配偶
者は損害賠償を請求しうるか，また， (b)法律上の配偶者と内縁配偶者の請求が
競合する場合，いずれが権利を取得できるかという問題がある。これは，婚姻
関係者間の対内的問題ではなく，加害者と婚姻関係者の対外的問題である点に
特殊性があり，賠償金額も大きいので法律婚と事実婚の配偶者の利害が対立し
やすい内容を含んでいる。そして，法理論上も，配偶者の相続権，扶養請求権，
慰藉料の性質の把握などが関連し，困難な問題を含んでいる。裁判例では，積
極・消極に分かれている。
消極例では，（イ）養父との折合いが悪く，法律上の妻と 2子を残して家出を
し，他女と事実上の婚姻生活を 2年10ヶ月続けた重婚的内縁の夫がその他女
（内妻）が荷馬車の事故により死亡した事案について，法律婚は夫の一方的遺
棄により共同生活関係が中絶しているにすぎないから，この間に他女と事実上
の婚姻関係を結んでも，それは夫妾の関係であるか，一種の重婚的関係である
123頁参照。
C3) 有地享• 前掲論文• 62頁。
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紗
から，公序良俗に反しない正当な内縁関係とはいえないとしたもの，（口）法律上
の妻と三人の子供がある62歳の相手方と善意で5年の同棲生活をし，子供1人
をもうけた26歳の女給が，相手方が交通事故で死亡したため慰藉料を請求した
事案について，法律婚は事実上離婚状態にあったが，事実婚両者の年齢差が大
きく，内縁の夫が妻と死別したといつわっていたことなどから「婚姻意思」の
ぼ
もとに同棲がなされたとは認められないとしたもの，（ハ）法律上の妻との間に 2
人の子供をもつ重婚的内縁の夫が内妻と24年間の事実上の夫婦生活を続け，近
所の人も正式の夫婦と考えて交際し，本妻からの共同生活回復要求も拒絶した
が，住民登録や住居表示，名刺の印刷は本妻のところにおいていた関係で，そ
の内妻が交通事故で死亡した事案について，法律婚の協力関係が全く絶たれた
ものとはいえず，重婚的内縁関係は長期間継続したにしても，住民登録，住居
表示など本妻との婚姻関係の存在の表明があり，しかも， 「重婚的内縁関係の
作出は専ら控訴人の不倫な行為にもとづくものである」として，重婚的内縁の
斡
夫の控訴を棄却したもの，がある。
これらは， いずれも慰藉料請求事件であるが，（イ）では，遺棄という有責事
由，（口）では，年齢差と請求者の再婚による「婚姻意思」の判断，（ハ）では，法律
婚の交流の残存と重婚関係作出の帰責性が消極的判断の要素となっている。
これに対して，積極例として，次のようなものがある。
まず，慰藉料請求に関するものである。 (a)善意後悪意の重婚的内縁関係で20
年の共同生活をしてきた内妻が，交通事故で死亡した内縁の夫の損害賠償を請
求した事案について，本妻は「20年来別居中であり，法律上夫婦であるといっ
ても，全く形骸化した形態であるのに対し」，内妻は「20年来事実上の結婚生
"34) 盛岡地裁昭和31年5月31日判決 下級裁民集7巻1438頁。
M 大阪地裁昭和45年7月17日判決 交通民集3巻4号1114頁，判例タイムズ260号241
頁。
"36) 大阪高裁昭和49年6月17日決定 判例タイムズ311号159頁，原審神戸地裁昭和48年
4月17日判決 判例時報715号94頁。なお，判例批評として，淡路剛久「重婚的内縁
と交通事故」家族法判例百選（第三版） 25頁参照。
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活を続けその間，その養女を養育してきたのであるから，同訴外人が本件事故
により死亡したことによって受ける悲しみは，通常妻の受ける悲しみと変りな
く」，本妻は「事故発生当時·…••既に死亡しているのであるから，このような
事情の下では……いわゆる内縁の妻として民法711条に準じて同条により慰藉
励
料の請求権を有する」として40万円の慰藉料を認めたもの， (b)所在不明の法律
上の夫をもつ内妻と善意で事実上の婚姻関係を結んだ重婚的内縁の夫が，その
内妻が交通事故で死亡したので慰藉料を請求した事案について，法律婚の関係
は全く破綻して事実上離婚状態にあるのに対し，事実婚は事実上の夫婦として
約 6年間にわたって社会生活をなしており，原告は当初善意であったとして慰
箇
藉料 300万円を認めたもの， (C)約20年間同居していた重婚的内縁の妻に，事故
態様や，被害者である内縁の夫の年齢 (82歳）， 同人との関係等を考慮して慰
伽）
藉料200円万を認容したもの， (d)約19年間同居生活をしていた重婚的内縁の夫
に，本妻が他男と同悽していたこともあり， 内妻の死亡事故につき，民法711
条を準用して固有の慰藉料700万円を認容し，さらに，重婚的内縁の夫の子で
あり死亡した内妻とは事実上の親子にすぎない 2人の子供につき， 14年間と19
年間事実上の親子として生活してきた実体から固有の慰藉料各50万円を認容し
細
たもの，がある。
次に，慰藉料請求権のほかに扶養請求権が問題となり，法律上の配偶者と事
実上の配偶者の請求権が競合しているものとして下記のものがある。
(e)郷里では夫の帰りをまっている本妻と 4人の子供をもつ相手方と当初は善
意で，そして相手方に妻子があることを知ったあとも 3年まてば離婚し入籍す
るという言葉を信じて約11年の共同生活を続け 2人の子供をもうけた重婚的内
縁の妻が，交通事故で死んだ相手方の損害賠償を請求した事案について，裁判
(37) 福岡地裁小倉支部昭和43年12月18日判決 判例時報552号74頁。
姻 山口地裁下関支部昭和51年10月27日判決交通民集9巻5号1483頁。
t39) 京都地裁福知山支部昭和54年5月10日判決 交通民集12巻3号643頁。
(40 横浜地裁昭和54年12月24日判決 交通民集12巻6号1657頁。
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所は，重婚的内縁も一定の瑕疵を含みつつ通常の内縁に準ずる保護が与えられ
るとした上で，（イ）重婚的内縁の妻にも，内縁と同様に，相手方の同居・協力扶
助，婚姻費用の分担を期待し要求するという意味での扶養請求権は存在するか
ら，それが不法行為により侵害されたときは損害賠償請求権が認められる。（口）
本妻にも，夫に遺棄されて何ら生計上の協力扶助を受けていないにしても，夫
への扶養請求権を否定し去ることはできない。（ハ）したがって，内妻の扶養喪失
額の算定に際し，戸籍上の妻子に何ほどの扶養がなさるべきであったかを勘酌
することが必要である。（二）そこで，被告の扶養請求権の侵害額は，戸籍上の妻
が存し 4人の子供をかかえて夫を待っていることを糾酌すると，内妻らに帰属
すべぎは本来の額の 3分の 2程度が相当である（内妻ら各自40万円）。（ホ）慰藉
料については，被告と本妻との間で200万円で示談が成立していることなどか
伽）
ら，内妻ら固有の慰藉料は各自30万円が相当であるとした。
また，同じ様な事例で， (f)法律上の妻との間に子供2人ある相手方と14年間
事実上の婚姻生活を送り，共同で通船業を営んでいたが，その相手方が交通事
故死したので，内妻が慰藉料等の請求をした事案について，裁判所は，法律婚
がすでに形骸化しているので，重婚的内縁の関係には，一般の内縁に準じて，
扶養請求権，慰藉料請求権が認められるとした上で，本件における扶養請求権
(41) 東京地裁昭和43年12月10日判決 判例時報544号3頁。この裁判例は，重婚的内縁に
ついて第三者に対する損害賠償を認めた初めてのもので，マスコミの話題になったこ
ともあり判例批評が多い。消極的評価として，人見康子「交通事故によりいわゆる重
婚的内縁関係にある夫を失った妻に，扶養請求権侵害による損害賠償を認めた事例」
判例タイムズ232号86頁。宮井忠夫「交通事故により重婚的内縁関係にある夫を失つ
た妻の損害賠償請求権」法律時報41巻9号146頁。積極的評価をするものとして，中
川淳「重婚的内縁の夫が交通事故によって死亡した場合における妻の加害者に対する
損害賠償請求権の有無」判例時報563号121頁。中川善之助「重婚的内縁の対外効力」
法学セミナー 1969年 4月号9頁以下，長谷川公一「『重婚的内縁の妻』の権利につい
て」ケース研究112号24頁，松田得次「重婚的内縁の保護ー一昭和43•12·10東京地裁判
決について」岡山商大論叢4巻 1・2合併号19頁。野村好弘「重婚的内縁関係にある夫
の交通事故と内縁の妻の損害賠償請求権」家族法判例百選（新版・増補） 36頁がある。
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については，内妻は夫死亡後も引継いで通船業を行っているから，扶養必要状
態にないとして否定した。しかし， 「内妻が事実上の夫を失った悲しみ，その
他諸般の事情を糾酌すると内妻に対する慰藉料の額は 150万円が相当である」
僻
としたものがある。
(e)では，扶養請求権及び慰藉料につき，本妻・内妻の権利を認め，損害額を
分配していることが注目される。 (f)では，本妻がすでに自賠責保険500万円及
び示談金300万円をもらっているので，内妻に慰藉料を認めることにより，損
害賠償の分配を行っている。
不法行為の損害賠償は，一般に財産的損害と精神的損害に分かれる。精神的
損害は第三者の不法行為により被害者が精神的苦痛を受けたことのつぐないで
あるから，事実婚が内縁的保護に値するものであれば，民法711条の準用により
内妻にも固有の慰藉料を認めうる。財産的損害については，被害者本人の損害
は相続財産を構成するにしても，治療費の拠出など内妻の現実に被った積極的
損害は損害賠償の権利を認めて不都合はないであろう。問題は，消極的損害と
しての逸失利益であるが，その損害について，相続的構成をとるか，扶養的構
成をとるかで権利関係が異ってくる。相続的構成をとれば，損害額は相続の対
象となり，内妻の権利は認められない。しかし，扶養的構成をとり，損害賠償
（埒
を「不法行為がなかったら維持しえたであろう経済状態をそのまま回復する」
ことに求めれば，現実の扶養利益の侵害が根拠となるので，生計維持関係にあ
糾
る内妻に権利が帰属することになる。そこでは，その扶養利益が法的保護に値
するか否かの判断が必要であるとともに，本妻の扶養請求権もなくなったわけ
(~ 
ではないので，扶養喪失による損害の分配が生じうることになる。また，慰藉
(4~ 横浜地裁昭和47年11月9日判決 交通民集 5巻6号1572頁。判例タイムズ289号407
頁。
(43) 「民事交通訴訟の諸問題国（座談会）」法曹時報23巻11号2929頁。
(4) 倉田卓次「相続構成から扶養構成へ」現代損害賠償法講座7損害賠償の範囲と額の
算定， 116,117頁。
(4~ 法的椛利としての扶養請求権は本妻にあり，本妻の権利が消滅しないかぎり，それ
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料についても，交通訴訟で逸失利益とのバランスできめられたり，公害訴訟の
定額化では，精神的損害プラス補完的な財産的損害とされるなど，裁判官の裁
囮
醤による判断であるとすれば，内妻の固有の慰藉料の認容は本妻の権利に影響
を与え，損害額の分配につながることになる。
そこで，損害額の分配を認容することが，一夫一婦制の婚姻秩序との関係で
どうなのかという問題がある。不法行為は加害行為の不法性に対する責任であ
り，事故について過失がある場合と違って，被害者に身分上重婚的内縁関係が
あるからといって免責されるものではない。加害責任の面からいえば，損害を
二重取りされることがなければ，権利者のいかんは大きな問題ではない。重婚
的内縁は，法律婚と事実婚の比較考量の中で，事実婚を選択すべきであるが，
法律婚の関係が法的には完全に清算されていないために，事実婚を法律上の婚
姻へ高めえない関係である。その意味では，法律婚の清算過程の法律問題であ
る。したがって，そのような過程で第三者による不法行為があった場合には，
被害者の配偶者が本妻から内妻に事実上変動したが，本妻の権利は財産分与や
破綻有責の慰藉料などが清算されずに残っておれば「未清算の権利を清算させ
(41) 
る意味では，内妻と本妻とで割合的配分を考える」のもやむをえないであろ
僻
う。同種の権利を同時点で本妻と内妻に併存させるのではなく，異なった時点
と競合する法律上の扶養請求権を内妻に認める必要はないだろう。内妻は現実の生活
効果として保護されるわけで，不法行為の場合は，内妻は法的保護に値する扶養利益
（生活利益）を違法に侵害されたと考えればよいと思う。
(46) 「民事交通訴訟の諸問題国」，前掲2908,2910, 2911頁。
(47) 倉田卓次，前掲論文， 117頁。
(48) 学説では， 「扶養義務の無条件性」ゆえに， 「例えば 1人の男が別居中の法律上の
妻も同居中の事実上の妻も扶養している場合には，それはそのまま法的に保障され
る。この段階で男が事故死すれば双方に損害賠償が認められ，社会立法上の給付も分
配されうる」 （二宮周乎「扶養をめぐる法律婚と事実婚の交錯（ニ・完）」松山商大
論集32巻 1号129, 138頁）という説がある。しかし，扶養は「無条件」ではなく根拠
が必要ではなかろうか。民法760-762,768条の規定が「財産法の原理に基づく」か
ら， 「婚外関係でもその結合の実質に準じて準用しうる」という考え方（二宮・前掲
論文，135頁）は一般性をもつとは思えないし広義の妾関係を含めた扶養請求権の同時
-143― 
-646-
で発生する権利の清算に関するものであれば，被害者の死亡により重婚的内縁
関係自体は消滅しているから，一夫一婦制の婚姻秩序を破壊するということも
できまい。
(3~ 社会保障立法における重婚的内縁配偶者の遺族給付受給権
社会保険，労働災害保険，共済組合保険などの保険事故における実務処理が
いかになされているかをみる。社会保障立法では，生存権の理念に基づき，そ
の保障が基礎づけられる。それゆえ，その受給権は，被災者と「生計維持関
係」にあるか否かが根拠とされ， 「届出ヲ為サザルモ事実上婚姻関係卜同様ノ
(49) 
事情二在ル者」も保護の対象に含まれる。しかし，重婚的内縁の関係が含まれ
るか否かについては立法上明示の規定はない。しかし，昭和38年の内閣法制局
見解「国家公務員共済組合法第2条第1項イにいう『配偶者』の意義につい
て」が「届出による婚姻関係がその実体を失ったものになっているとき」は重
婚的内縁の配偶者も受給権者たりうることを示している。なお，内閣法制局見
解の「補遺」は，その解釈について，「たとえば当事者が離婚の合意に基づき，
夫婦としての共同生活を廃止していると認められるが，戸籍上離婚の届出をし
ていない場合とか，一方の悪意の遣棄によって共同生活が行なわれていない場
合において，その状態が長期間継続し，当事者双方の生活関係がそのまま固定
匈
していると認められるとき」をいうとしている。社会保障の実務処理は， この
法制局意見を判断の基準とするものが多い。
まず，消極例として以下のものがある。
第ーは，裁判例として，夫は本妻と 4人の子を残して出稼ぎに行き，就職先
の娘（内妻）と同棲したが，内妻の離婚要求は引延し，本妻への仕送りと年に
的併存を認める考え方（二宮・前掲論文， 137, 138頁）には賛成できない。重婚的内
縁が「一時一婚主義」 （シンポジウム「現代の内縁問題」ジュリスト467号116頁）と
して保護に値するとしたら，法律上の権利についても，少なくとも「一時一権利」の
原則が必要ではないだろうか。
(49) 労働者災害補償保険法11条，国民年金法5条2項5号， 39条3項2号，厚生年金保
険法3条2項， 63条1項2号，健康保険法1条2項1号， 3号など。
(50) 太田武男「重婚的内縁の特別法上の地位」人文学報41号69頁以下。
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1 , 2度帰ること，子供がアバートを訪れることを認め，所得税の確定申告は
本妻に，健康保険証，住民登録は内妻を「未届の妻」として17年間事実上の婚
姻生活を送った。しかし，その夫が労災事故で死亡し遺族給付が問題となった
事案である。広島地裁は，「元来，労災法16条の 2第1項括弧書の趣旨は，他に
婚姻関係のない男女が結婚して事実上全く法律上の夫婦と変らぬ婚姻生活を継
続している場合，なんらかの事情で婚姻の届出をしていなかったため法律上同
項本文所定の被災者の配偶者とみられないような場合を予定したものと解さ
れ，一般には，被災者に法律上の妻があるような場合に被災者と重婚的に内縁
関係に入ったような者は含まないものと解される。ただ，被災者に法律上の妻
があるような場合でも，その妻の長期行方不明，生死不明，またその妻が他の
男性と長期間に亘り重婚的内縁関係を継続しているような場合などで，被災者
との婚姻関係は全く形骸化していて単に婚姻届出のみが残続もしくは離婚届出
がなされないのみの状況にあり，実質的には法律上の離婚があったのと同視し
得るような状況の場合は，被災者に法律上の妻がない場合と同視して，前記同
項括弧書の適用を考慮し得るものと解されよう」とのべ，本件は法律婚が「全
く形骸化していて婚姻の届出のみが残続し，実質的には法律上の離婚があった
と同視し得るような状況にあったものとまでは到底認めがたい」として，内妻
斡
の遺族給付の請求を棄却している。この判決は，重婚的内縁の保護を厳格に解
し，法律婚が全く形骸化し，実質的に離婚があったと同視しうる場合を要件と
するので，法律婚の間で一定の交際があったこと，離婚意思がないことが消極
的判断の根拠とされている。
第二は，約20年の重婚的内縁関係を続けたが，離婚調停が成立せず法律婚が
解消できない関係で，その内縁の夫が死亡したので内妻は厚年法による遺族年
金を請求した事案について，審査会は，本妻の離婚拒否により「両者の間に婚
姻を解消しようとする意思の合致があったとは到底認めることがでぎない」と
(51) 広島地裁昭和55年11月20日判決 判例時報1000号73頁。頬似の審決例として，社会
保険審査会 昭和53年11月30日裁決『社会保険審査会裁決集』 414の28頁。
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図
して内妻の請求を棄却したものがある。この事例は，離婚の合意がないとはい
図
え慰藉料の額を不満としたものだから，内妻の請求を認めるのが妥当であると
もいえる。
第三は， 14年半の重婚的内縁の生活を続けた内妻が，その内縁の夫が死亡し
たので， 「夫の給料によって生活し，共済組合の掛金も私の内助の功の力もあ
る」として遣族給付を請求した事案について，共済組合審査会は， 「法に基づ
く共済給付が主として法律上強制加入を規定されている組合員の掛金および国
の負担金をもってまかなわわる一種の公的給付の性質を有するものである以
上，かかる公的給付を受けるにふさわしい者のみに給付が行われなければなら
ない」とのべ，本件では，法律婚の共同生活は実体を失っているが，離婚の合
意がないので，内妻は「反倫理的な内縁関係にある者」であるとして，その請
⑲ 
求を棄却している。この審決例は，年金の公的性格から，重婚的内縁の反倫理
性を強調するものであるが，本妻の遺族年金請求も，永年別居し「生計維持関
係」がないとして不支給が決定されているので内妻の請求棄却は，疑問も残る。
第四は，不治の精神分裂症にかかった本妻をもつ相手方と15年間の重婚的内
縁の生活をしたが，その相手方が死亡した事案で，病気入院という「事情が解
消したときは，当然，共同生活の事実関係は復活するものと解すべきであるか
ら，法律上は夫婦の共同生活の事実関係，すなわち生計維持の関係は継続して
いるものとするのが相当である」として，内妻の遺族年金の請求を棄却してい
t。
(52) 社会保険審査会昭和43年2月13日裁決『社会保険審査会裁決集3』 274の18頁。類
似のものとして，社会保険審査会 昭和52年12月26日裁決『社会保険審査会裁決集』
414の16頁。
M 古賀昭典「内縁配偶者と逍族年金受給資格」産業労働研究所報66号41頁以下。
(54) 郵政省共済組合審査会裁決日不詳 共済新報12巻3号32頁，青谷和夫「重婚的内縁
の配偶者の追族年金受給権（上）」法律のひろば 29巻 6号55頁。公序良俗違反を強調
するものとして，労働保険審査会 昭和46年3月18日裁決『労働保険審査会裁決集昭
和45年下』 809頁。
締 社会保険審査会昭和42年11月30日裁決『社会保険審査会裁決集3』274の11頁。
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これに対して，積極例として以下のものがある。
第ーは，家出した夫と民生委員立会の下に離婚届を作成し（未提出），他男
と結婚式をあげて 2年間の夫婦生活を送ったが（夫も他女と同棲している），
その他男が労災死し，内妻が遺族給付を請求した事案について，審査会は，（イ）
離婚届に署名捺印し離婚意思が明白に示されていること，（口）事実婚の結婚式は
法律婚の破綻別居から 3年経過後なされていること，（ハ）法律婚の復活の期待が
全くなく，（二）被災者死亡後，離婚届が出されたことから，婚姻関係が解消され
たと同様の状態にあることは明白であるとして，事実婚は 2年間ではあるが重
綺
婚的内縁の妻に遺族補償費の支給を認めた。なお， これには，別に被災者の姉
妹から「内縁の妻と認められたが，同人には戸籍上の夫があるから，死亡労働
者の姉妹が遺族補償費受給権者であるとの申立て」がなされたが棄却されてい
佃
る。また，類似のものとして離婚調停がなされていたことから内妻に母子年金
翰
の支給を認めたもの，法律上の妻が今さらかかわり合いをもちたくないという
箇
意向を重視して内妻に厚年法の遺族年金の支給を認めたものがある。
第二は，夫は妻を遺棄してかえりみず音信不通の状態にあることから，その
妻は出稼ぎ先で知り合った他男と同棲して一子をもうけたが，約4年後その他
男が業務上被災死した事案において，内妻と被災者の実弟との間で遺族給付受
給権が問題となった。審査会は，夫の遺棄などにより，法律婚は事実上解消さ
れているから，妻が被災者と内縁関係にあっても， 「これをもって重婚的関係
にあり，公序良俗に反するものとして，法律的保護を拒否することは事実上の
婚姻関係を尊重して社会の現実の要請に合致せしめようとした労災保険法の
(56) 労働保険審査会昭和37年11月30日裁決『労働保険審査会裁決集昭和37年度』 796
頁。
(5り 労働保険審査会昭和39年11月30日裁決『労働保険審査会裁決集昭和39年度下』 502
頁。
(58) 社会保険審査会昭和51年10月30日裁決『社会保険審査会裁決集』 442の1頁，『例解
社会保険審査会要覧』（ぎようせい発行）2338頁。
'59) 社会保険審査会昭和52年12月26日裁決『社会保険審査会裁決集』 414の9頁。
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立法趣旨に反するものといわざるを得ない」として，内妻が先順位であるとし
(60) 
た。
第三は，相手方の生活には一切干渉しない，戸籍上の地位はそのままにする
などを内容とする別居協定を作成して別居した後，内妻と約10年の同棲生活を
行い，住民票，勤務先の支給する扶養手当，健康保険の被扶養者，納税申告等
すべて内妻を配偶者として取扱っていたが，その内縁の夫が死亡した事案にお
いて，本妻と内妻の遺族年金の受給権が問題となった。農林漁業団体職員共済
組合審査会は， 「甲女がA氏と同居を廃して10年以上経過しており，しかも，
その間連絡の機会は何回となくあったにもかかわらず，仕送りの増額は求めて
も積極的に同居の復活は求めていない。これらにより，社会通念に従えば，両
者の届出による婚姻関係は，戸籍上はそのままであっても， A氏の死亡に先っ
立てつとにその実態を失い形骸化していたものとみることができる」とし，甲
女（本妻）は「A氏の収入によって主として生計を維持していたものと認定を
下すことはできない」として，乙女（内妻）を受給権者とした。なお，恩給扶
助料については，判決による婚姻取消し（夫による法律婚の無断の協議離婚
届，事実婚の婚姻届が出された）まで内妻乙，取消し後は本妻甲が受けとるこ
~9) 
とにしている。
第四は，家出後，内妻と22年間の事実上の夫婦生活を営み，健康保険の適用
でも内妻を配偶者とし，会社内でも夫婦として認められていたが，その内縁の
夫の死亡により， 内妻（行方不明の夫があったが所在判明後協議離婚成立）
が厚年法の遺族年金の支給を請求した事案について，社会保険審査会は，法律
上の妻は「夫に遣棄され，子供4人を抱え，その後の生活は極度に窮迫したも
のの，子供の成長するに及び夫はすでにないものとあきらめ，法的にも失踪宣
告の手続きを行うことにより，その婚姻関係に客観的終止符を打っている」と
(60) 労働保険審査会昭和44年7月29日裁決『労働保険審査会裁決集昭和44年上』 679頁。
(61) 農林漁業団体職員共済組合審査会昭和46年1月23日裁決，白川準ー「共済組合審査
会裁決例」共済新報12巻5号25頁。
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僻
して，内妻に遺族年金の支給を認めている。また，本妻の遺書をのこした失踪
は「婚姻関係を断ち， これを復元する意図はなかったもの」として，内妻に加
僻
給年金の支給を認めたものがある。
第五は，本妻と別居後，内妻と約20年の事実上の夫婦生活を送り，夫は離婚
調停・離婚届を出すなど一貫して離婚意思を表明するが，本妻は離婚に反対
し，また長男の「養育費」の調停も成立している（大学卒まで）関係で，その
夫が死亡し，厚年法の遺族年金の受給資格が問題となった事案について，社会
保険審査会は，本妻は「養育費」の送金はうけたが，破綻した共同生活を修復
しようとする努力をしたとは認められないこと，法律上の離婚には反対した
が，離婚を求める手紙に返信しないで放置するなど別居の継続を是認するよう
な態度がみられること，離婚無効の判決（夫が無断の協議離婚届）の確定によ
り法律上の妻の地位は保ったものの婚姻生活回復の意慾はすでに失われていた
と認めざるをえないことから，法律婚は実態を失ったものとし，事実婚は婚姻
届を作成し，遺言において積極的に「妻として遇する」とするなど，婚姻関係
を成立させようとする合意がみられ，内縁の成立要件を備えているとして，内
紐
妻に遺族年金を支給すべきものとした。
以上にみられる社会保障立法事件の傾向は，一般に，不当破棄，財産分与な
どの家族法事件より，重婚的内縁の保護基準がきびしいようである。例えば，
消極例にみられるように，法律婚の形骸化を厳格に要求するものが多い。法律
婚が破綻し長期別居が続いていても，（イ）法律上の配偶者に離婚意思がなかった
り，（口）帰郷や仕送りなどの交流が残っているとき，（ハ）住民登録や健康保険証な
どの取扱いを本妻にしているとき，などが法律婚は実体を失っていないとする
(6?) 社会保険審査会昭和53年7月31日裁決『社会保険審査会裁決集』 414の20頁。
(63) 社会保険審査会昭和40年3月31日裁決 高橋昭「本妻失踪後に生じた内縁の妻と社
会保障給付」社会保障判例百選108頁。
(64) 社会保険審査会昭和53年10月31日裁決『社会保険審査会裁決集』 414の24頁。
(65) 最高裁昭和33年7月25日判決 民集15巻12号1823頁，最高裁昭和36年4月25日判決
民集15巻4号891頁，最高裁昭和45年3月12日判決判例時報593号41頁。
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根拠とされている。また，法律上の配偶者が精神病にかかっているときは離婚
意思がなく法律婚は実体を失っていないとするのは，精神病離婚に関する最高
飼
裁判例の考え方と通じるものがある。また，被災者が破綻有責のとき，受給権
者が重婚的関係の本人のときに，内妻の保護を否定するのも有責配偶者への離
綺
婚請求を認めない裁判例の影響がみられる。
これに対して，積極例においても，法律婚の実態に重点をおいており，（イ）法
律上の妻に離婚意思があるとき，（口）法律上の妻が有責のとき，（ハ）失踪宣告，行
(61) (68) 
方不明があるとき，（二）婚姻関係の回復の意思を失っているとき，などにおいて
法律婚は実体を失ったものとしている。（二）については，離婚意思がなくても，
法律婚と事実婚の態様によって積極的判断をしようとするもので新しい傾向と
思われる。
他方において，事実婚については，法律婚が実体を失ったと認められないか
ぎり，事実婚がいかに長期にわたっていても保護を認めないものが多く，住民
登録や健康保険証などの取扱いも，法律上の妻にあるときは法律婚は実体を失
っていないとするが，事実上の妻にあるときは，大きな理由とはしていない。
いずれにしろ，社会保障立法事件では，法律婚と事実婚の比較考量で保護をき
めるというより，法律婚の態様を前提として，その失権の確認をして，事実婚の
保護を考える傾向が強い。社会保障立法が「生計維持関係」を前提としながら，
重婚的内縁については法形式を重視し，その保護には慎重である。これは昭和
38年の内閣法制局意見が大きく影響している。しかし，それでも，法律婚が形
骸化したものについては，かなりの保護事例があることは前述の通りである。
(6' 最高裁昭和27年2月19日判決民集6巻2号110頁。
翻 注(62)(63)のほか， 『例解社会保険審査会裁決要覧』 （帝国地方行政学会発行） 974頁
（昭40. 3 . 31裁決）， 1395の11頁（昭54. 2. 28裁決）， 1395の23頁（昭55. 1 . 31
裁決）， 1935の40頁（昭55. 4. 30裁決）の事例がある。
(68) 注(64)のほか，『例解社会保険審査会裁決要覧』（帝国地方行政学会） 1395の16頁（昭
54. 12. 20裁決）， 1395の37頁（昭55.4. 30裁決）， 1395の45頁（昭55.4. 30裁決），
1395の46頁（昭55. 4. 30裁決）， 1395の52頁（昭55. 6. 19裁決の事例がある。
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社会保障立法における遺族給付の受給権については，重婚的内縁の対外的効
力にかかわるので，交通事故の損害賠償と類似している。しかし，後者は不法
行為に対する責任であり，損害額が不確定で裁量の余地があるのに対し，前者
は社会保障給付であり，給付額は定められ受給権者もほぼ特定されている点に
違いがある。社会立法における生存権の保障は，社会的生産活動における労働
者の労働力保全の目的から，現実の労働力再生産の場である労働者の生活共同
体を保護することにあり，その社会保険などの遣族給付は，労働者の労働活動
の効果として，労働力再生産の役割を果している「生計維持関係」にある者に
対して与えられるものである。その点において，婚姻共同体の協力関係の清算
を目的とする財産分与や加害行為の不法責任の清算を目的とする交通事故の損
害賠償と性質を異にする面がある。社会保障の給付実務では，その行政的画一
性，迅速性から婚姻の公示性が尊重され，疑わしきは法律婚の優位にという原
則が支配している。しかし，他の方便による離婚拒否やわずかな交流の痕跡で
も法律婚の断絶が疑わしいとして， 20年30年にわたる事実婚を保護しないの
は，行政実務の官僚的処理の感もなくはなく，社会保障給付の性質に基礎づけ
総
られて，重婚的内縁の保護基準が明確化される必要があろう。
(69) 古賀昭典・前掲論文• 47頁は，保護基準として，（イ）法律婚の事実上の解消と（口）事実
婚の社会的成立をあげ， 「一方が明確に充足されておれば，他方は必ずしも同程度の
明確さを必要としないであろう」とされる。一般論としては，ほぼ認容しうるが，離
婚の合意がなくても事実婚の成熟がいかなる程度であれば認めうるかなどはっきりさ
れていないのでわかりかねる点もある。なお，（ハ）の差意，悪意の主観的要件を保護基
準の要素とすることは，社会保障立法では，適当でないであろう，
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